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行政手続における
自己負罪拒否特権の適用(二・完)
安 井 哲 章
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一，問題の所在
二，Required Record Doctrineの形成
１，United States v. Sullivan
２，Shapiro v. United States
３，Albertson v. Subversive Actives Control Board
４，検討
三，Required Record Doctrineの具体化
１，Marchetti v. United States
２，Grosso v. United States
３，Haynes v. United States
４，検討
四，バランシング・アプローチの台頭
１，California v. Byers
２，検討（以上桃山法学第６号）
五，バランシング・アプローチの発展
１，Baltimore City Department of Social Services v. Bouknight
２，検討
六，結 論（以上本号）
五，バランシング・アプローチの発展
１，Baltimore City Department of Social Services v. Bouknight
(１)
［事実の概要］
申請人Mauriceは，被虐待児童である。彼が生後３ヶ月のとき，左大腿
骨骨折で入院したが，検査によって数箇所部分的に治癒している骨折箇所
が発見され，その他にも身体に対する虐待が行われていたことを窺わせる
証拠が発見された。この病院において，Mauriceの母親である被申請人
Bouknightが，Mauriceを抱えて激しく揺すったり，ギプスが巻かれてい
るにもかかわらず，ベビーベッドから突き落としたりというように，回復
と健康維持からは程遠い扱いをしているところを目撃されていた。そのた
め，病院の職員が市の社会福祉局（Baltimore City Department of Social
Services，以下 BCDSSと表記する。申請人）に児童虐待の恐れがあると
して通報した。
Bouknightは，少年裁判所の定めた監護条件と命令に服することを条件
にMauriceの監護を継続することが許されていた。しかしこの条件を遵守
しないだけでなく，Mauriceの所在も不明となったため，BCDSSは Mau-
riceの安否を懸念して，Mauriceを引き渡しその所在を明らかにするよう
Bouknightに義務づける少年裁判所の命令を入手した。Bouknightがこの
命令に従わなかったため，裁判所侮辱罪を言い渡された。この提出命令と
裁判所侮辱罪が合衆国憲法第五修正に違反するかが問われた。
［判旨・法廷意見］
・O’Connor裁判官執筆の法廷意見
政府がある物（item）の提出を要求した場合，法律上の義務づけと言え
る事象はその物（item）を提出する行為に限られる。政府の要求に従う行
為は提出対象物の存在と所持と真正性の保障を証言することなので，合衆
国憲法第五修正の自己負罪拒否特権による保護の対象となり得る。しかし，
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提出対象物の内容や性質が導き得る負罪を根拠に，合衆国憲法第五修正の
自己負罪拒否特権を主張することは許されない。したがって，Bouknight
は，幼児に対する調査から得られるであろう事柄を根拠に，自己負罪拒否
特権を主張することはできない。
提出命令が負罪を立証しうる証言行為を義務づける可能性がある場合に，
あらゆる文脈で自己負罪拒否特権の主張が正当化されるのではない。この
限定された証言行為が負罪を導くのに十分であり，かつ，自己負罪拒否
特権の狙いに照らしても十分に証言と評価できると想定したとしても，
Bouknightは提出命令に対抗するために自己負罪拒否特権を主張すること
は許されない。何故なら，Bouknightは提出に関して保管者（監護者）の
義務を引き受けていたのであり，また，提出は科刑を目的としない行政上
の規制制度の一環として義務づけられたものだからである。
合衆国最高裁は今まで幾度となく，刑事法の執行とは結びつかない国家
の公的目的の実現のために設計された行政上の規制法規の遵守に対抗する
ため，合衆国憲法第五修正の自己負罪拒否特権を主張することは許されな
いと判示してきた。例えば Shapiro判決において，合衆国最高裁はWilson
判決に依拠して，私的な使用目的ではなく公的利益や公的検査のために記
録・保管が義務づけられている文書（“Required Record”）の提出には，
合衆国憲法第五修正の保護は及ばないことを示唆した。
合衆国最高裁は Byers判決において，自己負罪拒否特権を主張すると
一般的に適用される行政上の規制要件の効果的な執行が妨げられる場合，
自己負罪拒否特権を主張する能力が大幅に縮減されることを認めた。
科刑を目的としない（noncriminal)，政府の行政上の規制権限が正統に
及ぶ対象物（item）に対する支配を引き受けた者は，自己負罪拒否特権を
主張する能力を縮減される。
これらの原理は，本件にも当てはまる。ひとたび裁判所の支援が必要な
子供（a child in need of assistance）と判断されたならば，Mauriceの養育
と安全は，国家の行政上の規制利益にとって具体的な対象となったのであ
る。Maryland州は最初に避難施設での養育を指定し，里親施設に置くこ
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とを認め，その後，Mauriceを養育する責任を Bouknightに委ねたのであ
る。監護命令に示された条件に従うことと引き換えにMauriceの養育が認
められたのであるから，Bouknight は国家の規制利益と一致する方法で
Mauriceを保有しなければならず，BCDSSの検査に服さなければならな
いのである。監護と結びついたこの義務を前提にすると，Bouknightは検
査を認めるという付随義務を負っているのである。国は，監護命令に従っ
て養育される子供を取り扱うという，対象者が広範囲にわたり，科刑を目
的としない行政上の規制制度の一環として，このような義務を課し執行す
ることができる。
監護命令に従って子供を養育する者や，子供への面会要求に服するもの
が,「高度に選別された犯罪行為の本来的被疑者グループ」であることは
ほとんどない。例えば，子供は里親養育，親戚の家，州の役人による養育
の下に置かれることがある。たとえ裁判所がその管轄内で，親に子供に対
するコントロールの確保を認めたとしても，この親は犯罪行為を理由に選
別された者ではなく，むしろ，国による援助を欠くならば，子供を適切に
養育し必要な配慮を配る能力も意欲も持ち合わせておらず，自己を取り巻
く問題に対処することができない者とみなされたということである。少年
裁判所にMaurice提出のための権限を付与した条項は，広範囲の者を対象
としている。すなわち，親，後見人，少年の監護を引き受けた監護権者に
向けられているのである。
同様に，BCDSSの面会要求も，裁判所と同じく犯罪行為に焦点を当て
ることを主眼にしているのではない。
犯罪行為が存在し得る場合であっても，裁判所は子供の提出と返還を要
求することができ，裁判所侮辱罪を行使してこの要求を執行することがで
きる。何故なら，徹頭徹尾子供の健全な成長を目的としており，刑事法の
執行や捜査と関連しない手段を用いるからである。Mauriceとの面会要求
と提出命令は，子供の安全を確保するという関心に基礎づけられているの
である。
Bouknightは Mauriceの提出を拒むため，自己負罪拒否特権を主張する
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ことはできない。
・Marshall裁判官の反対意見（Brennan裁判官参加）
Bouknightは Mauriceの母親であって，国のために行動する代理人では
ない。したがって，子供に対する監護権者の義務を行使しているのではな
い。Collective Entityの文書保持者と同視することはできない。
本件 Maryland州の制度を，一般公衆を対象とした，科刑を目的としな
い行政上の規制制度と捉えるのは誤りである。Mauriceは少年裁判所に,
「裁判所による援助が必要な子供」と認定された。これは，州の介入を正
当化する程 BouknightがMauriceを過酷に取り扱ったためである。このこ
とから明らかなように，Bouknightは高度に選別された犯罪行為の本来的
な被疑者グループにいるのである。
２，検討
（一)，はじめに
本稿は Bouknight判決を，行政手続において自己負罪拒否特権の適用が
争点となった事例の内最も重要な判例として位置づけている
(２)
。何故なら，
従来業務文書に限って適用されていた Required Record Doctrineを子供の
提出という文脈にまで拡大しただけでなく，行政手続における自己負罪拒
否特権の適用の問題に関して議論されてきた問いを，合衆国最高裁が整理
しているからである。本件で行政手続と自己負罪拒否特権との関係に関す
る先例だけでなく，文書提出命令一般を規律する Fisher判決及び Doe判
決と，Collective Entity Ruleに関する先例を引用している。このように合
衆国最高裁は数多くの先例を引用しているが，どの先例が本件を解明する
上で直接指導的な役割を果たすのかを明言しなかった。この点を取り上げ
て，Bouknight判決の理由づけを不十分とするのは，本件の正確な理解で
はないと解する。多くの判例を引用しつつ，しかしどの先例にも全面的に
依拠しなかったのは，本件が文書ではなく子供を提出する行為が争点とな
ったためである。また，本件で合衆国最高裁が特定の判断枠組の踏襲を差
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し控えることによって先例の含意を総合することができ，これによって合
衆国最高裁は，児童虐待というそれ自体深刻な問題に自己負罪拒否特権と
いう基本権が加わった複雑な事案に対処することができたと読むことがで
きる。
本件は児童虐待に関する事例であるため，Bouknight判決が児童虐待に
関する文脈でどのような効果をもたらしたのかも検討しなければならない
問題である。ただし，合衆国最高裁は児童虐待という喫緊の課題に対して
明確なメッセージを発信していない
(３)
。この点本稿の問題関心から，行政手
続における自己負罪拒否特権の適用のあり方に焦点を絞って Bouknight判
決に検討を加える。
（二)，法廷意見と反対意見の対立点
州（国）が，刑事法の執行とは無関係の目的を達成するために，行政上
の規制制度を作り上げたのならば，この手続において合衆国憲法第五修正
の自己負罪拒否特権は適用されないことになる。
前章までで検討した先例を整理すると，Marchetti-Grosso判決型の事例
と，Shapiro-Byers型の事例に大別することができる。前者の Marchetti-
Grosso判決型の事例では，特定の人間のみを対象としており，制度の目
的それ自体は妥当であるとしても，当該方法の墨守は，刑事の色彩を帯び
ているため，自己負罪拒否特権の主張は認められることになる。これに対
して，後者の Shapiro-Byers判決型の事例では，広範囲の人間を対象とし
た行政上の手続における提出（報告）要件が問題となっているので，これ
に対する自己負罪拒否特権による保護は否定されることになる。法廷意見
と反対意見の対立は，本件をどちらの類型に当てはまると見るかの差が原
因となっている
(４)
。
Bouknightが Mauriceに対して暴行を行っていたことは，病院内で目撃
されていることであり，少年裁判所も実際Mauriceを「裁判所による援助
が必要な子供」と認定していた。裁判所による援助が必要な子供と判断さ
れる事例は,「親，後見人，監護権者が子供に対し適切な養育をする能力
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も意思も持たない」ケースであり，虐待はその典型例と言える。
しかしながら，少年裁判所の監護命令は子供の安全を目的としたもので
あり，子供を適切に養育できない親に対して国が援助を提供することに主
眼が置かれているのである。BCDSSによる面会要求も，子供の安全を確
認するために行われたのである。このような事実を前提として，さらに少
年裁判所の手続においてなされたということを考え合わせると，本件の提
出命令はMauriceの安全を確保するために行われたことは明らかである。
この点，刑事免責を付与することで自己負罪の問題は解消されるとの主
張もなされているが，提出命令時に刑事免責との交換条件を提示したとし
ても，虐待をしている親が子供を提出する保障は全くないとの見解もある
(５)
。
（三)，本件と合衆国憲法第四修正に関する判例理論の類似点
Bouknight判決の理由づけが，合衆国憲法第四修正の捜索・押収に関す
るある一連の判決と類似している点が指摘されている
(６)
。それは，捜査目的
で行われる捜索・押収と，行政上の規制目的で行われる捜索・押収とを区
別してきた合衆国最高裁の一連の判断である。以下，行政上の捜索・押収
の領域ではどのような理由づけ（法廷意見）が示されているのかを整理し
て，本件の理由づけとの類似点を提示する。これにより，行政上の規制目
的で行われる調査や自己申告制度がどのような関心に支えられているのか
を示すことができると考える
(７)
。
①United States v. Biswell
(８)
本件は，銃器取締法で定められた立入検査の一環として，営業時間内に
施錠されている銃の保管庫を無令状で捜索することが，合衆国憲法第四修
正に違反しないかが争点となった事例である。
［事実の概要］
1968年銃器取締法は，立入検査や検分を行うために，営業時間内に役人
が軽火器や弾薬の取り扱い業者の施設に立ち入ることを認めている。被申
請人は，連邦法上猟銃の取り扱い免許を有する質屋の経営者であるが，市
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警と財務省の検査官の訪問を受けた。検査官は，帳簿の閲覧と施錠されて
いる銃の保管庫への立入りを求めた。被申請人は検査官に令状の提示を求
めた。検査官は，令状を持っていないが法律により無令状の立入検査が認
められている旨を告げた。被申請人はこの条項の写しの読み聞かせを受け
て，立入りを許可し，銃保管庫の鍵を開けた。そこで検査官は，被申請人
には所持が許可されていない先端を切り詰めたライフル二丁を発見し押収
した。被申請人は，特別職業税を納付せずに軽火器を取り扱ったとして起
訴され有罪認定を受けた。第10巡回区 Court of Appealsは，本件法律の条
項は商業施設への無令状の捜索を認めるものなので，合衆国憲法第四修正
に違反するとして原判断を破棄した。合衆国最高裁がサーシオレイライを
認容した。
［判旨・法廷意見］
・White裁判官執筆の法廷意見
州を越えて行われる軽火器の取引に対して行われる連邦の規制は，酒類
製造・販売業に対して行われてきた政府の規制とは異なり，歴史に深く根
を下ろしているものではない。しかしながら，暴力犯罪を阻止する上で，
軽火器に対する取締りが極めて重要な意味を有する点に異論はない。この
ように，大きな利益がかかわる問題であり，立入検査はこの規制計画にと
って決定的に重要な要素である。つまり，武器が決まった経路で流通する
ことによって個々の軽火器の出所を探知することが可能となり，好ましく
ない消費者への販売を阻止することができるのである。
銃器取締法に基づく立入検査が販売者の正当なプライヴァシーの期待に
与える脅威は，限定的なものに過ぎない。販売者がこのような広範な規制
を受ける業務に参入し，国から免許を受けた時，この販売者は，自分の業
務記録や軽火器や弾薬が，効果的な結果を生み出す検査の対象になること
を知悉して参入したのである。免許所有者は，毎年，遵守事項と検査官の
権限を定めた条例の改訂版を一つづり受け取ることになっている。
行政上の規制目的で行われる立入検査が，連邦の差し迫った利益を促進
し，権限が濫用される可能性やプライヴァシーに対する脅威が強くない場
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合，具体的に法律で定められた立入検査は無令状で行ってよい。したがっ
て，被申請人のライフルに対する押収は，合衆国憲法第四修正の禁じる不
合理な押収に該当しない。原審の判断を破棄，差戻す。
②Donovan v. Deway
(９)
本件は，連邦鉱山保安法の定める鉱山に対する無令状の立入検査が，合
衆国憲法第四修正の禁じる不合理な捜索・押収にあたるのかが争点となっ
た事例である。
［事実の概要］
連邦鉱山保安法は，保安基準の遵守を確認するため，鉱山検査官に無令
状の立入検査権限を認めている。また，以前に摘発した違反が是正されて
いるかを確認するため，追跡調査を行うことができる。
本件鉱石会社（被上訴人）が所有する鉱石場は，以前25個の保安基準違
反の摘発を受けており，今回の立入検査はこれが是正されているかを確認
するために行われたものである。鉱石会社社長 Deway（被上訴人）は，
捜索令状を入手するまでは立入検査の続行を認めないとして，検査官によ
る無令状の立入検査を拒絶した。検査官はこの検査を完遂させるため，同
社に出廷通告状を交付した。そして労働長官は，本件無令状捜査に対する
拒絶の差止命令を求めて District Courtに民事訴訟を提起した。
District Courtは，連邦鉱山保安法が定める無令状の立入検査は合衆国
憲法第四修正により禁止されるとして，被上訴人らに有利な summary
judgmentを下した。労働長官は，合衆国最高裁に直接上訴を提起した。
District Courtの判断は連邦鉱山保安法の重要な規定を無効とするものな
ので，合衆国最高裁が権利上訴管轄権を認容した（we noted probable ju-
risdiction)。
［判旨・法廷意見］
・Marshall裁判官執筆の法廷意見
先例によると，不合理な捜索を禁じる合衆国憲法第四修正は，私的な商
業財産に対する行政検査にも適用される。しかしながら，一般的に令状に
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したがって行われなければならない私的な住居に対する捜索とは異なり，
商業財産に対する無令状の行政検査を認める法制度は，必ずしも合衆国憲
法第四修正に反するものではない。商業財産に対する無令状の検査を許容
する大きな要因として，商業財産の所有者の享受するプライヴァシーの期
待が，個人の住居に認められる神聖さ（sanctity）とは相当異なるという
事実を指摘することができる。また，商業財産に対するプライヴァシーの
利益は，個々の状況下では，無令状検査を認める規制制度によって適切な
保護を受ける場合もある。
商業財産の所有者が享受するプライヴァシーの利益は，あらゆる検査か
ら自由である類いのものではない。合衆国議会は州際通商に従事する商的
事業を規制する広範な権限を有する。また，立入検査がこの規制制度にと
って必須の構成要素であることも少なくない。商業財産に対する検査が合
衆国憲法第四修正によって禁止されるのは，それが不合理な侵入となって
いる場合である。
先例により明らかとなっているように，規制制度を実現する上で無令状
の捜索が必須であるという合衆国議会の判断が合理的であり，かつ，この
制度が十分に包括的で明確なものとなっているため，商業財産の所有者が
特定の目的のために行われる定期的な検査に服することを知らざるを得な
い状況になっている場合，令状は法律上義務づけられなくてもよいことに
なる。
合衆国政府が，鉱山における健康と安全を改善するという相当重大な利
益（a substantial federal interest）を有する点に異論はない。連邦鉱山保
安法制定時，合衆国議会が，①鉱山産業がアメリカ合衆国でもっとも危険
な職業であり，②劣悪な環境が州際通商に相当有害な影響を及ぼすこと，
を認識していたことは明白である。法を適切に執行し検査を効果的にする
ためには無令状の立入検査が必須であるという本件議会の判断が合理的で
ある点に争いはない。検査プログラムを策定する際に，合衆国議会は，令
状要件が本法の効果的な執行を妨げることをはっきりと認識していた。合
衆国議会のこのような立法判断を尊重しない理由は見当たらない。連邦鉱
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山保安法による無令状の立入検査は，合衆国憲法第四修正に違反するもの
ではない。
真の争点は，連邦鉱山保安法の検査プログラムが，適用の明確性と規則
性の点で，憲法上令状と同じ役割を果たす方策を備えているかということ
である。本法の適用を受ける産業は，深刻な事故と劣悪な職場環境で悪名
高い歴史を有している。本法は，このような懸念に対処するために特に制
定されたのであり，規制が十分に広範で明確なものとなっているため，こ
の種の施設の所有者は，効果的な検査に服することを知らざるを得ない状
況になっている。その根拠は三つある。第一に，本法は全ての鉱山を対
象としており，検査を受ける回数も明記されている。第二に，鉱山経営
者に遵守が義務づけられている保安基準は，とくに本法や連邦規正法30章
（Title 30 of the Code of Federal Regulations）に列挙されている。第三に，
本法が強制力を用いた立入検査を禁止し，立入りを拒否された場合には，
後の拒絶を差し止める手段として民事訴訟を提起する義務を労働長官に課
していることから分かるとおり，本法は鉱山経営者のプライヴァシーに配
慮する仕組みを備えている。
これらの状況を踏まえると，令状を義務づけることでこれ以上の保護が
望めるわけではない。本法は，検査の頻度，遵守事項，検査官に許される
裁量の幅等を，鉱山経営者に十分告知している。
したがって，連邦鉱山保安法による採石場に対する無令状の立入検査は，
合衆国憲法第四修正に照らして許容される。District Courtの判断を破棄，
差戻す。
③New York v. Burger
(10)
本件は，自動車解体業者に対する無令状の捜索（行政上の立入検査）が
合衆国憲法第四修正に違反するかが争点となった事例である。
［事実の概要］
被申請人 Burgerは自動車集積場（junkyard）の所有者であり，自動車
の解体と部品の販売を行っていた。New York市警の自動車犯罪課の私服
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警官数名が，州法に従って検査を行うためこの自動車集積場に立ち入った。
警官は Burger に，営業免許と自動車及び部品を記した書類（Police
book）の提出を求めた。Burgerが営業免許も Police bookも持っていない
と返答したため，警官は Burgerに立入検査を行う旨を告げた。Burgerは
拒まなかった。警官はいつもどおり車両ナンバーを書き留め，警察のコン
ピューターで照会したところ，Burgerが盗難車両とその部品を所持して
いることが判明した。Burgerは逮捕され，盗品所持罪と自動車解体業者
としての登録懈怠で起訴された。
New York州高位裁判所は，本件立入検査を定める州法を合憲と判断し，
証拠排除の申立てを退けた。すなわち，自動車集積業は全面的に規制を受
ける産業なので，無令状の行政調査は許され，本件法律は検査の時間・場
所・対象を適切に限定しており，警官が車両及び部品が盗品であると思料
する合理的な理由を有する場合，警官はこの自動車集積場の所有者を無令
状で逮捕し，当該財物を押収することが許されると判示した。New York
州高位裁判所の上訴部も，同様の理由から原審を確認した。これに対して
New York州最高裁は原判断を破棄し，本件州法は不合理な捜索・押収を
禁じる合衆国憲法第四修正に違反すると判示した。本件州法が犯罪の証拠
を発見するためにだけ行われる捜索を認め，包括的な規制目的を実現する
ものではないという理由が示された。自動車解体業あるいは自動車集積産
業を行政上規律する州の利益は重要であるとして，合衆国最高裁がサーシ
オレイライを認容した。
［判旨・法廷意見］
・Blackman裁判官執筆の法廷意見
当法廷はこれまで，不合理な捜索・押収を禁止する合衆国憲法第四修正
が，個人の住居だけでなく商業施設にも適用されると判示してきた。しか
しながら，商業施設に対するプライヴァシーの期待は，私人の住居に認め
られるプライヴァシーの期待とは異なるものであり，これよりも限定され
た程度でしか認められない。厳重な規制を受ける産業を行う商業施設の所
有者や管理者に認められるプライヴァシーの期待は限定的なものである。
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したがって，令状要件と相当理由はそのままの形で要求されるものではな
い。つまり，所有者のプライヴァシーの期待が制限され，特定の事業を規
律する政府の利益が高まる領域では，合衆国憲法第四修正に照らして，商
業施設に対する無令状の立入検査は合理的であると判断される。ただしこ
の場合，無令状の立入検査は次に示す三つの基準を充足することが求めら
れる。第一に，政府の利益が相当程度重要であること。第二に，規制制度
の目的を実現する上で，無令状の立入検査が必須であること。第三に，法
律で定められた検査プログラムが，明確性と規則性の点で，令状が果たし
てきた役割を担う方策を用意しており，かつ，その方策が憲法上十分なも
のであること，である。三番目の基準を具体的に示すと,「当該法律が包
括的で明確なものなので，商業財産の所有者が定期的な検査に服すること
を知らざるを得ない状況になっており，検査の時間・場所・対象が限定さ
れている場合｣，令状と同じ機能が果たされていることになる。
本件法律に従って行われた捜索が，確立した令状要件の例外である「厳
重な規制を受ける」産業に対する行政調査に当てはまることは明白である。
なぜなら，自動車解体業は法律上細部にわたって規制を受けている産業だ
からである。すなわち，この業種が免許制であることは，参入者に登録義
務と登録金の支払い義務が課されることを意味する。また，前記「Police
book」の記録・保管・閲覧義務が課されている。さらに，登録番号の表
示義務が課されている。これは，店頭に表示するだけでなく，登録文書や
自動車及び部品にも記さなければならない。New York州だけでなく他州
においても，自動車集積場は細部にわたって規制を受ける産業である。こ
の事実は，この業種が令状要件の例外となる「厳重な規制を受ける産業」
であることを裏付ける。
また，自動車解体業が厳重な規制を受ける産業か否かを判断する上で，
その規制制度の存続期間も重要な意味を持つ。自動車そのものは比較的最
近のものであるが，自動車解体業は従来から存在しており，厳重な規制を
受けてきた産業の今日的な形態に過ぎない。つまり，自動車集積場は中古
品店や一般古物集積場と変わるところはない。まだ使えそうな物品やその
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ままの形では使うことができない物品の部品をリサイクルする目的は共通
している。自動車解体業は伝統的な業務の現代版である。ニューヨーク州
では，一般古物集積場及び中古品店は，これまで長い間規制に服してきた。
被申請人の事業を規律する行政の仕組みと産業規制の伝統に照らして，
自動車解体業を営む集積場の経営者は，本件「厳重な規制を受ける」産業
に関して限定的なプライヴァシーの期待を有するに止まる。
本件 New York州の規制制度は，無令状の立入検査を合法的なものにす
る三つの基準を充足している。第一に，自動車窃盗が増加しており，この
問題は自動車解体業と密接不可分なので，自動車解体業と自動車集積産業
を規制する州の利益は相当重要である。第二に，窃盗の問題は盗品の収受
やその市場を統制することで効果的に解決することができるので，自動車
解体産業に対する規制は，自動車窃盗を根絶するという州の利益に資する
ものである。したがって，行政上の無令状の立入検査は本件規制制度に必
須である。第三に，本件法律は，憲法に照らして十分であると評価できる
令状の代替物を用意している。すなわち，検査の許される範囲が明定され
ており，検査の時間・場所・対象の決定について，検査官の裁量の幅は適
切に制限されている。
本件州法が，単に盗品所持に対する刑罰執行の手段を警官に提供するこ
とを狙いとしているとして，合衆国憲法第四修正に違反すると主張する
New York州最高裁の理解は，根拠がない。州は重要な社会問題を解決す
るため，行政上の制度と科刑を備えた制度の双方を用いることができる。
しかし，社会問題を解決するという最終目標が同じであっても，副次的な
目的は異なるし，取り得る手段も異なる。行政法規は，厳重な規制を受け
る産業に含まれる具体的な事業をいかに規律すべきかを定めており，この
種の事業の経営者に行動の指針を示し政府の役人に法律の遵守を確保する
ための権限を付与するものである。本件 New York州法は，自動車解体業
者が合法的な事業者であることを確認し，自動車集積場を通過する盗品を
識別するという，行政目的の実現を狙いとしている。また，この州法を執
行する過程で，本件州法の違反とは別個に，検査官が犯罪の証拠を発見す
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ることがあるという事実だけで，本件行政制度が合衆国憲法に違反すると
いうことにはならない。規制制度が適切な行政目的の実現を狙いとするも
のである限り，検査官に，本法違反とは別の違反を理由に私人を逮捕する
権限が認められているという事実によって，本件無令状の立ち入り検査が，
合衆国憲法第四修正の禁じる不合理な捜索・押収に該当することにはなら
ない。
④Griffin v. Wisconsin
(11)
本件は，州の規則が定める「合理的な根拠」に基づいて保護観察官が行
った保護観察中の者の住居に対する無令状の捜索が，合衆国憲法第四修正
に違反するかが争点となった事例である。
［事実の概要］
重罪の前科があった申請人 Griffinは，Wisconsin州の裁判所で，公務執
行妨害罪で有罪の認定を受け，保護観察に付された。
Wisconsin州法上，保護観察に付された者は，同州の保険・社会福祉局
の監督下に置かれ，裁判所が定めた条件と同省の定める規則に服すること
になっている。この規則により，保護観察官は，その監督者による許可が
ある場合や禁制品ありと思料する「合理的な根拠」がある場合，保護観察
に付された者の住居を無令状で捜索することが認められていた。この場合
の禁制品の中には，保護観察の条件上所持が禁止される物品を含む。この
「合理的根拠」の判断に際して，保護観察官は種々様々の要素を考慮に入
れることになる。例えば，情報提供者による情報，この情報の信頼性や具
体性，情報提供者の信頼性，保護観察に付された者と接触した経験，規則
・州法・連邦法の遵守を確認する必要性を判断材料とすることが同規則に
より認められていた。また，住居への立入りを拒否することは保護観察条
件違反に該たり，保護観察官の事前の承諾なく軽火器を所持することも禁
止されていた。
Griffin担当保護観察官の監督者である Lewは，Griffinのアパートに銃
があるか，もしくはあるかもしれないとの情報を警察官から入手した。
(桃山法学 第７号 ’06)140
Griffin担当の保護観察官自身の助力が得られなかったため，Lewは別の
保護観察官と警察官を伴って Griffinのアパートを訪問した。Griffinが応
対に出たので，Lewは自分たちの身分とこれから彼の住居を捜索する旨
を告げた。ウィスコンシン州の保護観察規則に従い，保護観察官のみが捜
索を行った。その結果，ハンドガン一丁を発見した。
Griffinは,「重罪前科者による軽火器所持」で起訴された。彼は本件捜
索の結果押収された証拠の排除を申立てたが，公判裁判所はこれを退け，
令状は不要であり本件捜索は合理的であると判断した。陪審はこの軽火器
違反で有罪の評決を下し，その結果，二年の収監刑が言い渡された。Wis-
consin州 Court of Appeals及び同州 Supreme Courtも原判断を確認した。
すなわち，保護観察により申請人の有するプライヴァシーの合理的な期待
は減少し，保護観察官は無令状でこの者の住居を捜索できると判断した。
このときに求められるのは相当理由（probable cause）ではなく，禁制品
が存在すると思料する「合理的な根拠（reasonable ground)」で十分であ
り，警察官の助言は本件規制の趣旨に合致する「合理的な根拠」なので，
合衆国憲法の「合理的な根拠」の基準を充足している。したがって，本件
無令状の捜索は合衆国憲法第四修正に反しないと判示した。
［判旨・法廷意見］
・Scalia裁判官執筆の法廷意見
当法廷はWisconsin州 Supreme Courtの判断を正しいと考える。しかし
ながら，本件無令状の捜索が合衆国憲法第四修正に違反しないとの結論に
達するために，同裁判所のような新しい原理を用いる必要はなかったと解
する。つまり,「保護観察官が有する情報が連邦の「合理的な根拠」の基
準を満たす限り，この保護観察官が行う住居への捜索は全て合衆国憲法第
四修正に合致する」と考えるのではなく,「規制それ自体が合衆国憲法第
四修正の合理性の要件を満たしているので，このような規制を根拠に行わ
れた Griffinの住居に対する捜索は，合衆国憲法第四修正の要件を充足し
ている」と考えるべきである。なぜなら，Griffinは量刑として Wisconsin
州保険・社会福祉省の監督下（the legal custody）におかれ，同省の規則
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・規制に服することになったからである。
保護観察中の者の住居も合衆国憲法第四修正による保護を受けることに
変わりはないので，捜索は合理的なものであることを要する。捜索は通常，
相当理由に支えられた令状に基づいて行われなければならないが，法執行
のための通常の必要性を超える「特別の必要」が存在する場合には，例外
的に，令状及び相当理由の要件は適用されない。また，特定の状況下で，
政府の検査官が規制制度に従って捜索を行う場合も，この捜索が合理的な
立法基準や合理的な行政基準を満たす限り，通常求められる令状及び相当
理由の要件は必要とされない。
州が運営する保護観察制度は，学校・官庁・刑務所・規制産業の監督と
同様，法執行のための通常の必要性を超える「特別の必要」が認められる
ので，通常求められる令状および相当理由の要件とは異なる取り扱いが許
される。保護観察は有罪認定を受けた者に科される制裁の一種である。し
たがって，保護観察に付された者が享受できる自由は，通常の市民に許さ
れている自由とは異なり，限定的なものでしかないのである。
このような制約が課されるのは，保護観察が真の社会復帰のための期間
として作用し，保護観察中の者の身柄不拘束により地域社会が害を蒙るこ
とがないようにすることを狙いとしているためである。この目的を達成す
るためには，このような制約の遵守を確実にするための監督を必要とする。
また，目的の達成がこの種の監督を正当化する。近年の調査結果が示唆す
るように，監督の強化は再犯防止に貢献している。重大犯罪を犯した者に
科される通常の量刑として保護観察が当たり前のものとなっている昨今，
保護観察中の者を監督する重要性は高まるばかりである。したがって，監
督は「特別の必要」に該たるので，公衆一般に対する場合であれば憲法上
許容されないプライヴァシーの侵害が許される。しかしながら，プライヴ
ァシーの侵害は無制約に認められるものではないので，次に本件捜索が許
容される限度を超えたものであるか否かを検討する。
令状を義務づけることによって，どの程度厳重な監督を必要とするかの
判断を magistrateに委ねることになると，保護観察制度は相当大きな障害
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を蒙ることになる。例えば，令状入手に伴う遅延により，迅速な対応が困
難となり，迅速な捜索によって得られるはずの抑止効果が減殺されてしま
うのである。
相当理由（probable cause）を要件とすることも，保護観察制度を不当
に妨害する。保護観察制度は，次に示す二つの点で，相当理由を必要とす
る通常の事例と相異する。第一に，相当理由を要件とすることは，令状要
件以上に監督制度の持つ抑止効果を減殺してしまう。例えば，保護観察中
の者は，自己の違法行為が不審事由（reasonable suspicion）を引き起こす
程度にとどめておくことによって，調査（臨検検査，立入検査）を免れる
ことができ，矯正を受けずに済ますことができるのである（uncorrected)。
第二に，保護観察中の者の住居や財産の中に禁制品が含まれていると思料
する「合理的な根拠」があるのかないのかを判断する上で，何を考慮に入
れなければならないかは，規則が具体的に示している。この規則が保護観
察制度の相異点を如実に表している。すなわち，規則で示されている考慮
すべき事項の中には，警察官や magistrateが検討する通常の事柄の他に，
保護観察中の者が提供する情報や保護観察官の経験が含まれている。した
がって，捜索を行う者とされる者との間には，現在進行形の監督関係が維
持されているのであって，対立当事者的な関係にあるわけではない。
保護観察を取り巻く上記の状況を前提とすると，禁制品の存在を示唆す
る情報や違反行為の存在に関して，通常の事例で要求されるものと同程度
の信頼性・確実性を求めることは，およそ非現実的であり，現在継続中の
保護観察の目的自体を掘り崩してしまう。したがって，警察官が提供した
情報を基にした捜索を許容することは合理的である。
本件 Griffinの住居に対して行われた捜索は，保護観察中の者を統制す
る妥当な規則にしたがって行われているので，合衆国憲法第四修正に照ら
して「合理的」である。Wisconsin州 Supreme Courtの判断を確認する。
⑤Michigan Dep’t of State Police v. Sitz
(12)
本件は，ある州が幹線道路における飲酒運転を取り締まるために行った
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自動車検問が，合衆国憲法第四修正（同第一四修正）に違反するかが争点
となった事例である。
［事実の概要］
Michigan州警察及び同署長は，幹線道路における飲酒運転を取り締ま
る自動車検問所プログラム（a sobriety checkpoints pilot program）を定め，
飲酒運転検問所諮問委員会が作成したガイドラインに従い，自動車検問を
実施した。このガイドラインは，検問所での行動準則，検問所を設置する
場所，広報活動を定めている。
この検問所を通過する車両は全て停止させられ，運転者は速やかに飲酒
の兆候を検査される。警察官が飲酒の兆候を見つけた場合には，車両の流
れから離れた場所で運転免許証と登録証の確認が行われる。逮捕に至る場
合もある。これ以外の運転者は，同所を速やかに通過することができる。
この自動車検問が実施された日，１時間15分の間にこの検問所を通過し
た車両は126台，１台あたり平均25秒の遅れが生じ，飲酒運転で逮捕され
たのは二名であった。
この検問が実施された前日，申請人は郡巡回裁判所に，この検問所に対
する宣言的救済と差止命令による救済を求める訴えを提起した。被申請人
はいずれも，Michigan州の運転免許を有しており，日常自動車で同州内
を運転していた。郡裁判所は本件プログラムが合衆国憲法第四修正に違反
すると判断した。Michigan州上訴裁判所も原判断を確認した。Michigan
州最高裁は申請人による上訴の申し立てを退けた。合衆国最高裁がサーシ
オレイライを認容した。
［判旨・法廷意見］
・Renquist首席裁判官執筆の法廷意見
Brown判決で示された判断枠組によると，①飲酒運転によって引き起
こされる事故を防止する州の利益，②この目的を達成する手段として自動
車検問が効果的か否か，③この検問により発生する個人のプライヴァシー
に対する侵害の程度，の三要素を衡量することになる。密入国を取り締ま
るために設けられた自動車検問所を合憲と判断する際にバランシング・テ
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ストを用いた Martinez-Feurte判決は，変更されていない。したがって，
本件 Michigan州のプログラムの合憲性を判断する上で，Martinez-Feurte
判決と Brown判決が重要な指針を提供している。
自動車検問所で車両が停止させられた時点で合衆国憲法第四修正の「押
収」になる。したがって，この「押収」が合衆国憲法第四修正に照らして
合理的か否かを判断することになる。我々が検討しなければならないのは，
一般的に飲酒検問所を使用すること，すなわちこの検問所を通過する車両
に対する最初の停止とそこでの質問・観察に限定される。
飲酒運転が重大な社会問題であることや，これを根絶するという州の利
益が重大かつ正統であることに争いはない。
飲酒検問所で一時停止させられる運転者に対するプライヴァシー侵害の
程度は軽微である。公判裁判所も上訴裁判所も，本件プライヴァシー侵害
の客観面は最小限度のものと評価している。これに対して，驚きや不安と
いった主観的プライヴァシーの侵害に関して，上訴裁判所は，相当重大な
侵害があるとする｡ しかしながら，Michigan州の裁判所は主観的侵害に関
する先例を誤読している。Martinez-Feurte判決において当法廷は, 自動車
検問所における停止により発生する主観的プライヴァシーの侵害は低いと
判断した。なぜなら，移動パトロール中の停止とは異なり，交通検問所で
は，運転者は他の車両も停止させられているところを目撃することができ，
また，官憲の停止サインもはっきりと見ることができるからである。本件
飲酒検問所は前記ガイドラインに従って設置されており，制服警官が接近
する車両全てを停止させている。合衆国憲法第四修正の目的に照らして，
本件飲酒検問所での短時分停止によるプライヴァシー侵害は，Martinez-
Feurte判決で合憲と判断された検問所と変わるところはない。
「押収」の効果とは，社会の利益を促進するということである。当法廷
は Prous判決において，運転免許証と登録証を確認するためにランダムな
停止を用いることは効果が極めて薄いので合理性が認められないと判示し
た。このような停止が道路交通の安全を促進することを裏づける経験的な
証拠はなかった。これに対して本件では，飲酒検問所を通過した自動車の
行政手続における自己負罪拒否特権の適用(二・完) 145
およそ1.5％が飲酒運転で逮捕された。公判で鑑定人が証言したように，
他州においても飲酒検問所を通過する全運転者の約１％が飲酒運転で逮捕
されている。Martinez-Feurte判決におけるデータと比較すると，自動車
検問所を通過する車両から違法入国外国人が発見されるのは0.12％である。
したがって，約1.5％という記録は，本件飲酒検問所の効果をほぼ完璧に
例証している。
したがって，飲酒運転を防止する州の利益と，そこで採用されている手
段がこの目的を促進する程度と，短時分停止させられる個人に対する侵害
の程度を衡量すると，州のプログラムの側に分がある。本件プログラムは
合衆国憲法第四修正に合致している。
無令状の行政調査が合衆国憲法第四修正に違反しないと判断された事例
はバランシング・アプローチを採用している点でも首尾一貫しており，行
政手続における自己負罪拒否特権の適用が問題となった諸事例と視点を共
有している。既に指摘されているように,「行政調査は，一方では，適切
な行政権限の行使に不可欠の行政活動であるが，他方では，調査対象とな
る私人の権利・自由と抵触する可能性のある行政活動でもあるので，両者
の調整が必要となる
(13)
｣。この点，自動車検問においてバランシング・アプ
ローチが採られる点については共通の認識が得られているが
(14)
，行政調査と
憲法との関係が問われる場面では，第四修正と第五修正の区別なく，対立
する利益を調整することが求められるのである。
本節で紹介した五つの事例においても，政府や行政機関に相当重大な利
益が認められており，産業を規制したり交通の安全を維持すること，効果
的な保護観察制度を運営するという目的に正統性が認められている。そし
て，この目的を達成するために採られている手段が，合衆国憲法第四修正
の視点から見て合理的か否か，効果を有しているのか，ということが問わ
れている。そして，個人に認められている憲法上の利益―ここではプライ
ヴァシーの期待―に対する侵害の程度も問われている。すなわち，憲法上
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・・・
の利益は無制約に保障されるものではなく，一定の条件が整った状況下で
は，憲法上の利益の保障は減少するとされている。ここで対立する利益の
調整が施され，憲法上の利益の制約が認められるのは，正統性が認められ
る行政目的や法律の目的を達成するためである。つまり，行政目的や法律
の目的を効果的に実現するためには，他に採りうる手段がないということ
である。このように，プライヴァシーが直接関係する無令状の立入検査・
臨検検査や自動車検問でさえ侵害の度合いは高くないと判断されている。
したがって，子供の提出を義務づけるという少年裁判所の命令は，合衆国
憲法第四修正との比較で言うならば,「より侵害の度合いが低い手段」と
いうことになろう。行政調査と憲法上の権利が関係する場面では，目的と
手段の首尾一貫性が問われることになり，その判断のためには対立する利
益の調整が求められるのである。
また，無令状の行政調査が認められた先例との類似点として，個人の行
動の自由に制限が課されており，同時に個人の行動の指針も明示されてい
る点を指摘することができる。例えば，規制産業に対する判断や行政機関
の監督下に置かれた保護観察中の者に関する判断と，少年裁判所の命令と
条件に服し，BCDSSの監督下に置かれる母親に関する Bouknight判決は，
重要部分において共通している。この点，Marshall裁判官の反対意見は，
Bouknightは母親であって子供に対する監護権者の義務を行使しているの
ではないと批判しているが，Bouknightは少年裁判所が設定した条件と命
令に従い BCDSSの訪問を受け入れることと引き換えにMauriceの監護権
を得たのである。Bouknightは確かに Mauriceを生んだ母親であるが，少
年裁判所と BCDSSの監督監視下に置かれたという，条件の付された母親
である。この結論に至る上で法廷意見は Collective Entity Ruleに依拠して
いるが，この法理は組織を規律することを主眼に置く法理なので，Bouk-
nightの自己負罪拒否特権を否定する根拠としては弱いといえる。そのた
め，法廷意見は Collective Entity Ruleを直接適用することは避けており，
本件とこの法理がどのようにかかわるのか深入りしていない。自己負罪拒
否特権による保護が制限される一事例として上げているだけである。
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行政調査において令状要件や相当理由が不要とされる理由は迅速な対応
をとらなければならないことに求められたが，子供の安全を確保する上で
も迅速な対応がとられなければならない。この点につき，現実の深刻な問
題として，BCDSSを含む社会福祉局の人的・物的資源の限界を指摘する
ことができる。
（四)，バランシング・アプローチの必要性
本件に関して，合衆国最高裁は per se ruleを適用したと理解する立場
もある
(15)
。この立場によると，行政手続における自己負罪拒否特権の適用を
判断する際に，合衆国最高裁が Shapiro-Byers判決型の事例と Marchetti-
Grosso型の事例を明確に分けてきたと理解することになる。つまり，一
般公衆を対象とした行政上の規制目的で行われる調査に関しては自己負罪
拒否特権の適用が自動的に退けられ，刑罰法規の浸透した領域での調査に
関しては自己負罪拒否特権の適用が自動的に肯定されてきたとする。した
がって，本件は科刑を目的としない行政上の規制目的で行われた手続であ
ることを前提にして，合衆国最高裁が自己負罪拒否特権の主張を退けたと
理解する。
しかしながら，当該調査が行政上の規制目的で行われたものか刑罰法規
の浸透した領域で行われたものかどうかの判断は，個別具体的な事実を検
討した結果の結論であって，初めから自己負罪拒否特権の適用如何が二つ
に分かれるわけではない。先例においても，賭博を規制するという目的を
正統であると評価した上で，その目的を実現する手段が妥当かを判断して
きた。刑罰法規が浸透した領域における調査であるとして自己負罪拒否特
権の適用が肯定された先例は，そこで採られている「方法」では目的達成
のための手段として妥当ではなく，申請人の自己負罪拒否特権を侵害して
いると判断したのである。したがって，行政上の規制目的と刑罰法規の浸
透領域という二分法（dichotomy）を文字通りに捉えることは，先例の理
由づけを素直にたどることを妨げてしまうと考える。あくまでもこの二分
法は結果的に示すことができるものであり，理由づけの一部を構成するに
(桃山法学 第７号 ’06)148
過ぎない。本件も含め，行政手続における自己負罪拒否特権の適用を判断
するためには，個別具体的な事実を吟味し，対立する利益を調整すること
が求められるのである。
また，法廷意見の理論構成よりも「公衆の安全の例外」の基準を用いる
ほうが明解であるとの主張もなされている
(16)
。しかしながら，この基準はミ
ランダの「予防法理」を扱った事例で打ち出されたものなので，自己負罪
拒否特権の中心的意味（core meaning）に関する本件の先例にはならない
と解する
(17)
。
（五)，Fisher判決との関係
法廷意見は,「提出対象物の内容や性質が導きうる負罪を根拠に，合衆
国憲法第五修正の自己負罪拒否特権を主張することは許されない」として，
Fisher判決同様，内容に焦点を当てる思考方法（content-based analysis）
を退けている。
しかしながら法廷意見はそのまま Act of Production Ruleを適用するこ
とはせず，ただ,「提出行為が証言としての可能性があると仮定しても，
Bouknightは合衆国憲法第五修正の自己負罪拒否特権を主張することがで
きない」と判示した。子供の提出に関して明確な基準を設定した先例もな
いことから，Bouknightの提出行為から，証言と評価する要素を引き出す
ことは困難であった。その結果，合衆国最高裁は，子供の提出を義務づけ
る命令に従うことが証言といえるかどうかの判断を避けた。
この点，Fisher判決が示した基準に従えば BouknightがMauriceを所持
・支配していたことは自明の事柄（forgone conclusion）だったので, Mau-
riceを提出する行為は合衆国憲法第五修正の自己負罪拒否特権を主張する
に値する証言とは評価できないという理論を組み立てることもできる
(18)
。し
かしながら法廷意見はこのような理論構成を採用せず，本件の具体的事実
関係に照らして，事情を総合判断して Bouknightの自己負罪拒否特権を制
限した
(19)
。
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（六）少年裁判所の性格
本件の提出命令は，子供の生命・安全の確保を狙いとしているため，通
常の文書提出命令とは目的が異なっている。この点，少年裁判所の性格と
いうことも念頭におく必要があるだろう
(20)
。合衆国最高裁は Schall v. Martin
判決において,「子供は当然のことながら，自分で自分の面倒を見る能力
を有すると想定することはできない。子供はその親のコントロールに服す
るのであるが，親のコントロールがない場合，国が parens patriaeとして
その役割を果たさなければならない」と判示した
(21)
。ここに少年裁判所の役
割がある。つまり，少年裁判所の目的は子供を保護し，彼／彼女らの最善
の利益を提供することにあるのであって，その親を処罰することにあるの
ではない
(22)
。少年裁判所は，理論上，犯罪行為について裁判するための場で
はなく，子供と社会のニーズを判断する場とされている
(23)
。もし合衆国最高
裁が，援助を必要とする子供（CINA）の提出を親に義務づける権限を少
年裁判所に認めないということになると，子供を保護するという法律上の
義務を果たそうとする少年裁判所の活動は妨害されることになる。社会福
祉局が単独で子供を発見することができず，親が協力を拒む場合，州が利
用できる唯一の選択肢は，親に対して子供の提出や子供の所在を明らかに
するよう義務づけることだけである。この選択肢を欠く場合，少年裁判所
は拱手傍観を強いられ，救いの手が差し伸べられない子供は被害に晒され
続けることになる。ただし，少年裁判所は家族の結びつきを保ち続ける役
割を負っているのであり，子供をその親から引き離すのは，それが子供の
福利にとって必須の場合か社会の安全のためになされる場合に限られる。
本件は，まさに子供の福利にとって必須な場合に該当するので，子供の安
全確保という利益が Bouknightの自己負罪拒否特権に優越するのである
(24)
。
六，結 論
法律の目的それ自体に正統性が認められる場合，目的達成の手段が憲法
の要請に合致しているかが問われることになる。本稿は，合衆国憲法第五
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修正の自己負罪拒否特権に焦点を当てた。先例のうち自己負罪拒否特権の
適用が認められた事例は，問題となっている手段を用いると，法律の狙い
から著しく逸脱した方向に向かうと判断された事例である。したがってこ
れらの判断は，合衆国政府の主張を単に退けただけではなく，現在の運用
情況では法律の目的が適正に実現できないため，その実現のための条件を
付与する理論構成を打ち出したと理解することができる。このような理解
を支える根拠として，合衆国最高裁が当該法律の目的を妥当と判断した上
で,「この目的を実現する上で，合衆国憲法の要請と完全に一致する別の
方法」の存在を示唆していた点を指摘することができる。
また, 一見単一の基準を用いたかのように見える事例, 例えば Required
Record Doctrineを適用した Shapiro判決においても，戦時における物価統
制の中で，当該法律の目的を実現する手段として，そこで採られている申
告制度が合衆国憲法第五修正の要請に合致しているのかを判断している。
本件は戦時という時代の産物であるが，このことによって申請人の自己負
罪拒否特権が自動的に退けられたのではなく，物価の安定という緊急時の
要請が法律の目的として妥当であり，申告制度もその手段として法律の目
的に適っていると判断されたのである。
先例の整理から到達する結論として言えることは，刑罰法規の浸透して
いる領域か否かで自己負罪拒否特権の適用が異なることを示唆する理由づ
けをしているが，合衆国最高裁は刑罰法規の浸透している領域か否かにか
かわりなく，法律の目的を実現する手段として当該方法が妥当なのかを一
貫して判断し続けているということである。刑罰法規が浸透している領域
とされた事例では，当該法律の目的を実現する上で，今採られている手段
では申請人の自己負罪拒否特権を侵害すると判断されたのである。また，
今採られている手段では申請人を高度に選別された犯罪行為の被疑者と見
ていることになると警告しているのである。
そして，この目的と手段の首尾一貫性を判断するために，対立する利益
のバランスを図りながら社会問題を解決して行くというアプローチが採ら
れている。この点，対立する一方の利益は合衆国憲法の基本権である自
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己負罪拒否特権なので，単なる利益衡量では済まされない。したがって
Bouknight判決では，これまで積み重ねられてきた様々な判断枠組の含意
と法のコンセプトを踏まえた上での総合判断が用いられている。したがっ
て，バランシング・アプローチのいうバランスとは，対立する利益を調整
することにとどまらず，種々の判断枠組を調合するという意味も含むので
ある。事実，Bouknight判決では，子供の生命や安全を守る州の利益が母
親の自己負罪拒否特権に優越するとは明言しておらず，自己負罪拒否特権
の主張を退ける上で，直接依拠した先例もないのである。
行政手続における自己負罪拒否特権の適用を判断するためには，このよ
うな複眼的な視野が求められる。行政は人々の利益を促進することを狙い
としているため，本来的に単一の基準は馴染まないと言える。また，この
ような種々の利益を調整し，法律の目的と手段の首尾一貫性を総合的に判
断する理論構成は，等しく刑事手続や少年裁判所の手続にも妥当すると言
えるだろう。行政手続における自己負罪拒否特権の適用を判断する際の思
考方法や説得の技法は，このように広い射程を有していると考える。
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